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全数

常勤

専従

+専任�

*

兼任

経験10年以上

専門資格

**

（人）

（％）

（％）

（％）

（％）

（％）

化学療法診療医師

614

98.4

30.3

69.7

78.3

33.1

放射線療法診療医師

128

71.9

89.8

10.2

72.7

77.3

病理診療医師

155

72.9

91.6

8.4

73.5

80.0

化学療法に携わる看護師

209

90.9

77.5

22.5

38.3

19.1

化学療法に携わる薬剤師

166

97.6

66.9

33.1

42.8

27.1

*

「専従」、「専任」とは、当該医療機関における当該診療従事者が、「専従」については「8割以上」、「専任」については「5割以上」、当該業務に従事している者

**

化学療法診療医師専門資格：日本臨床腫瘍学会、日本がん治療学会、日本がん治療機構が認定している化学療法に関連する資格

**

放射線診療医師専門資格：日本医学放射線学会、日本放射線腫瘍学会が認定している放射線診療に関連する資格

**

病理診療医師専門資格：日本病理学会、日本臨床細胞学会が認定している病理診療に関連する資格

**

化学療法に携わる看護師専門資格日本看護協会がん看護専門看護師、日本看護協会がん化学療法看護認定看護師

**

化学療法に携わる薬剤師専門資格：日本病院薬剤師会がん専門薬剤師、日本病院薬剤師会がん薬物療法認定薬剤師、日本医療薬学会がん専門薬剤師

医療従事者の職種
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常勤

専従+専任�

経験10年以上

専門資格

**

614

41,266

14.9

14.6

4.5

11.7

4.9

豊能

68

4,783

14.2

14.2

3.1

12.1

3.6

三島

37

3,068

12.1

11.4

3.3

11.4

4.6

北河内

21

4,772

4.4

4.4

1.7

2.7

1.0

中河内

13

4,050

3.2

3.2

0.5

2.7

1.0

南河内

52

3,099

16.8

16.8

6.1

13.6

4.5

堺

68

4,346

15.6

15.6

3.2

11.0

4.1

泉州

99

3,898

25.4

24.6

4.1

18.0

4.6

大阪市

大阪市

256

13,250

19.3

18.9

7.7

15.4

8.5

医師数

(人）�

（2004-2008）/5年�

がん罹患数

*

医療圏

表2　拠点病院の化学療法に従事する医師数�

北部

東部

南部

大阪府

がん罹患1000人当たりの医師数

*

がん罹患数：　出典　大阪府がん登録2004-2008年（統計で見る大阪府のがんhttp://www.ccstat.jp/osaka/）

**

日本臨床腫瘍学会、日本がん治療学会、日本がん治療機構が認定している化学療法に関連する資格


　第二期計画に基づき、平成２５年から平成２９年までの５年間における取組内容について、検証・評価します。
がん医療の充実
	第二期計画における取組目標
	平成25年度の取組状況
	これまでの進捗状況
	課　題・方向性

	◆医療機関の連携・協力体制の整備
（１）オンコロジーセンター構想の推進
○　オンコロジーセンター構想に基づき、府立成人病センター及び大学病院の有するオンコロジーセンター機能のより一層の積極的活用を図り、がん患者に対する医療提供の充実を図ります。
（２）がん拠点病院を中心とした地域連携体制の推進
○　国指定拠点病院及び府指定拠点病院の各病院毎の役割分担を明確にし、国指定拠点病院を中心とした二次医療圏毎の地域特性を踏まえた地域医療ネットワークを構築します。
（３）地域の実情に応じた地域連携クリティカルパスの推進
○　地域連携クリティカルパスについて地域の実情に応じた普及を図るため、引き続き、パスの活用状況等についての実態把握を行い、在宅医療の充実につながるよう、がん診療連携協議会において活用方策の検討を行います。

	＜拠点病院のあり方＞

・拠点病院制度については、国が２５年度に制度改正
主な変更点（府関係部分）

・地域がん診療連携拠点病院等指定要件の厳格化

（術中病理診断の実施、緩和ケア提供体制の強化、人材配置要件の厳格化、診療実績要件の厳格化、相談支援体制の充実など）

・がん診療提供体制に関するＰＤＣＡ体制の構築
など

・国の通知を受け、がん診療拠点病院部会において方針を決定の上、拠点病院の募集事務等を行っている。
＜地域連携の取組＞

・国拠点病院が事務局となってネットワーク協議会を平成24年度に設置し、平成25年度も引き続き各地域で開催

開催状況

・豊能：２回（7/9、2/27）

・三島：１回（1/29）
・北河内：２回（6/6、未定）
・中河内：１回（2/26）
・南河内：１回（2/12）
・堺市：２回（9/26、2/13）
・泉州：２回（6/27、2/6）

・大阪市：１回（2/19）

＜地域連携クリティカルパスの推進＞

・がん診療連携協議会「地域連携クリティカルパス部会」で活用方策を検討
○パス部会（25年7月3日、26年1月29日実施）
・５大がん全てのパスを稼働している病院
　　　　　Ｈ24年9月　　Ｈ25年９月

　　国拠点　10病院　　⇒　　１１病院

・統一型パスの累積件数（Ｈ25.9現在）

国拠点（１４）　：　　　3,962件

　　府拠点（任意参加２8）　2,533件

・新しい統一型パスの作成、運用

　・前立腺がん内分泌療法パス

・前立腺がん／前立腺全摘除後経過観察パス
　・（膀胱がん）TURBT術後経過観察パス
　・がん疼痛緩和地域連携パス
○パス促進会議（25年11月3日実施）
　促進会議参加14施設（国１０、府４）

アンケート調査
　・パス連携医に対する特別待遇

　　あり４（２９％）　なし１０（７１％）　

　・待遇内容（抜粋）

　　・緊急受診（問い合わせ含）対応

　　・結果的に患者の紹介につながる

　　・紹介逆紹介を通じた連携強化

　・多職種による院内検討会の設置状況
　　あり５（３６％）　なし９（６４％）

	・実施状況の各項目は、平成25年度がん拠点病院現況報告の実施後に判明。
（平成26年２月以降）
＜がん拠点病院の指定状況＞　
・都道府県がん診療連携拠点病院　1か所（国指定：「都道府県拠点病院」）
・地域がん診療連携拠点病院　　1３か所（国指定：「国指定拠点病院」）
・がん診療拠点病院　　　　　　46か所（府指定：「府指定拠点病院」）
＜地域連携クリティカルパスの整備状況＞
・都道府県拠点病院及び国指定拠点病院

14か所

・府指定拠点病院　　20か所
	・国の動きを踏まえ、府としても国拠点病院、府拠点病院のレベルアップを図る。

・大都市固有の課題解決に向けた実施体制の強化・充実を図るべく国拠点病院の推薦基準、府拠点病院の指定基準について、２５年度から２６年度にかけて検討
・26年度以降は、医療圏別の地域実情等を踏まえ、オンコロジーセンター構想の稼働も含め具体的役割等について再整理が必要



	２　集学的治療の推進
（１）がん拠点病院における集学的治療の推進
○　５大がんとともにそれ以外のがんについても、集学的治療の実施状況、受療状況、専門医・専門看護師数等を把握し、各がん拠点病院の役割分担や地域連携状況を考慮し、適正配置について検討します。
（２）専門的人材の育成
○　オンコロジーセンター構想に基づき、大学病院等が中心となって地域の
医療資源を踏まえ、がん医療に係る専門的人材の育成の充実を図ります。
　

	（検討例）
＜がん拠点病院におけるがん医療の実態把握＞

現況報告（平成24年度）の検討
○医療従事者について
・がん診療拠点病院で化学療法に携わる医師数は、病理診断や放射線療法の医師数より多く、常勤の割合が高いが、「専従+専任」の割合は30.3％と低い（表1）。

・年間のがん罹患1000人当たりの医師数を医療圏間で比較すると、化学療法診療医師数が府平均を大幅に下回るのは、北河内、中河内医療圏。放射線療法・病理診断医師数が府平均を下回るのは、北河内、中河内、堺医療圏（表2-4）。
○医療機器装置について
・外部照射装置のがん罹患1000人当たりの設置台数、および乳がんの組織生検で用いられるマンモトームの乳がん罹患1000人あたりの設置台数が府平均を下回るのは、北河内、中河内、南河内、堺医療圏（表5）。

	＜実施状況＞
・都道府県拠点病院及び国指定拠点病院
実施機関　14か所

治療件数（14か所合計）　

放射線治療件数（実患者数／年間）
8,308人

外来化学療法（延患者数／4ヵ月分）

11,370人

・府指定拠点病院　46か所

治療件数（46か所合計）

放射線治療件数（実患者数／年間）
6,619人

外来化学療法（延患者数／4ヵ月分）

16,765人

	・現況報告や大阪府がん登録資料などの既存資料を活用し、引き続きがん医療の実態を把握。また、各医療圏ネットワーク協議会等で現状と課題を共有し、医療機関間の連携を強化していく。
・より適切な評価指標のあり方について検討を行っていく。


＜がん診療拠点病院現況報告から見た配置指標例＞[image: image3.wmf]全数
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がん罹患数：　出典　大阪府がん登録2004-2008年（統計で見る大阪府のがんhttp://www.ccstat.jp/osaka/）
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大阪府
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がん罹患1000人当たりの医師数

表3　拠点病院の放射線療法に従事する医師数�

東部

南部

**

日本医学放射線学会、日本放射線腫瘍学会が認定している放射線診療に関連する資格
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日本病理学会、日本臨床細胞学会が認定している病理診療に関連する資格

*

がん罹患数：　出典　大阪府がん登録2004-2008年（統計で見る大阪府のがんhttp://www.ccstat.jp/osaka/）
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表4　拠点病院の病理診療に従事する医師数�

医療圏

大阪府

がん罹患1000人当たりの医師数
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がん罹患数、乳がん罹患数：　出典　大阪府がん登録2004-2008年（統計で見る大阪府のがんhttp://www.ccstat.jp/osaka/）
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表5　がん罹患1000人当たりの外部照射装置台数とマンモトーム数�

医療圏

大阪府

北部

東部


がん医療の充実
	第二期計画における取組目標
	平成25年の取組状況
	これまでの進捗状況
	課　題・方向性

	８　その他
（１）がん研究
○　新たな診断法や治療法に関するがん研究について、国に対しがん研究の積極的な推進とその成果の臨床応用について、適切に行われるよう求めていくとともに、府内の大学や府立成人病センター研究所等における研究について、国からの必要な支援が受けられるよう側面的に支援します。

さらに、府立成人病センターがん予防情報センターで行っている「がん情報の収集・解析」「がん対策の企画・評価」等、府がん対策の推進のための調査研究について、府として積極的に支援するとともに、当センターと連携を図り、科学的根拠に基づく施策立案に努めます。

（２）難治性がん・希少がんについて
○　国に対し、難治性がん・希少がん等のがんの本態解明、診断及び治療に関する方法の開発研究の積極的な推進を求めていくとともに、府内の大学や府立成人病センター研究所等における研究について、国からの必要な支援が受けられるよう側面的に支援します。

また、府内のがん拠点病院に対し、５大がん以外のがんや希少がんについての治療実施状況等を把握し、がん拠点病院間における部位別の治療や各療法実施の連携強化を図り、希少がん等へ診断・治療体制の確保につなげるとともに、府民への情報提供を図っていきます。

	
＜実態把握、情報提供＞

・5大がん以外のがんについて、府内がん拠点病院におけるがんごとの診療実績を、大阪府がん登録資料の更新に伴い更新。
・成人病センターにおいて、各施設の情報をホームページで公表。

	＜実態把握、情報提供＞

・平成24年度より、5大がん以外のがんについても、5大がんと同様、府内がん拠点病院におけるがんごとの診療実績を、大阪府がん登録資料に基づいて公表。
・成人病センターにおいて、各施設の情報をホームページで公表。

	・大学病院の研究件数、治験状況等について、情報収集及び成果の評価項目及び評価方法等の検討を行う。
・平成26年度以降、成人病センターで集約・公表している臨床研究情報の周知（府民への情報提供）を図る。



資料３





第二期計画の取組内容の検証・評価
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＜がん研究の支援＞


・府内の大学や府立成人病センターにおいて、毎年継続的に実施している。


・府のがん対策を審議する「大阪府がん対策推進委員会」専門部会において、がん予防情報センターの調査研究をもとにした議題を審議するなど、当センターとの連携を図っている。
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